
 

（４）③災害に関する近況報告等 

ａ）三宅島噴火災害について 

◇ 火山活動の状況 

・ 平成12 年 6月 26 日から火山活動が活発化、8月 10,18,29 日に大規模な噴
火。  

・ 平成 12 年 9 月中旬より火山ガスの放出が大量に始まり（二酸化硫黄最大
時約8万トン／日を観測）、現在も5千～2万トン／日の二酸化硫黄が放出。 

 

◇ 島民の避難生活の状況 

・ 平成 12 年 9月 2 日に全島民（3,855 人）を対象として島外避難指示発令。
現在も、無償提供されている都営住宅等での避難生活が継続。 

・ 昨年9 月から本年 3 月までに、全島民を対象とした原則一世帯当たり 1 名
の一時帰宅が一巡（別荘等所有者を含め約1,800 名が一時帰宅）。 

・ 本年4 月より、島内における住宅等個人資産の保全・修繕、財産の持ち出
し希望の島民を対象とし、希望日の一時帰宅を週1回程度の頻度で実施中。 

 

◇ 最近の三宅島噴火災害への対応状況 

・ 火山ガス等に対する安全対策を施し
たクリーンハウスを整備し、昨年 7
月より防災関係者や作業員等が島内
に夜間滞在し、集中的に泥流対策等
を推進。 

・ 学識経験者や三宅村職員等で構成さ
れる「三宅村復興計画策定委員会」
を本年1 月に設置し、今秋を目途に
復興基本計画を策定中。 

・ 住民の避難生活の実態を詳細に把握 
するため、全世帯を対象としたアンケート調査を行い、昨年 12 月に調査 
結果を公表（約 9 割が帰島を希望。また約 3 割が暮らし向きが苦しい・非
常に苦しいと回答）。さらに、50 歳以上の世帯主の世帯を対象に訪問調査
を実施。 

人家の被害拡大を防止するための泥流対策 





Ｃ）平成１３年度の主な災害発生状況につ
いて

１ 台風・大雨
○ 台風第１１号（８月２０日から２２日まで）
・ 死者６名、負傷者２９名、住家の半壊及び一部損壊１

６０棟、床上浸水２９９棟、床下浸水８９４棟

○ 台風第１５号（９月８日から１２日まで）
・ 死者行方不明者８名、負傷者５１名、住家の全半壊及

び一部損壊３００棟、床上浸水１８３棟、床下浸水１，
２０２棟

○ 台風第１６号（９月６日から１３日まで）
・ 死者行方不明者２名、負傷者９名、住家の全半壊及び

一部損壊２６１棟、床上浸水８１４棟、床下浸水５３４
棟

○ ９月２日から７日にかけての豪雨
・ 負傷者８名、住家の全半壊及び一部損壊３０６棟、床

上浸水２７２棟、床下浸水９０６棟
※ 台風についてはそれぞれ局地激甚災害、９月２日から７

日にかけての豪雨については激甚災害及び局地激甚災害の
指定

２ 新宿区歌舞伎町ビル火災（９月１日）
○ 死者４４名、負傷者３名
○ 関係省庁による「小規模雑居ビル防火安全対策連絡協議

会」を開催
○ 消防審議会の答申を踏まえ、消防法令違反等の是正や防

火管理の徹底を図ること等を目的とする消防法の一部を改
正する法律が今国会で可決成立



３ 林野火災
、 ， 、○ 平成１３年の林野火災発生状況は ３ ０１５件であり

前年に比べて２１０件（７．５％）増加。
平成１４年において、消防庁に報告された焼損面積１０

ヘクタール以上又は空中消火のためにヘリコプターの出動
、 、を行った林野火災は ４月１７日現在８６件発生しており

昨年同期に比べて１３件（１７．８％）の増加
○ 最近の主な林野火災

・兵庫県宝塚市における林野火災（３月１９日出火）
（ 、 ）、２４１世帯に避難勧告 うち ６１世帯は避難指示

建物１棟全焼
・長野県松本市における林野火災（３月２１日出火）

３２世帯に避難勧告、建物６棟全焼
・岐阜県岐阜市及び各務原市における林野火災（４月５日

出火）
１，０６３世帯に避難勧告、消防団員１名軽傷、建物
１棟全焼、６戸停電

○ 発生に対しては、ヘリコプターの積極的な活用と広域応
援による早期大量投入の実施

○ 消防庁・林野庁を中心とした関係機関により、発生メカ
ニズムの分析と対策の検討等を行うための研究会を設置す
ることとしている。

４ 危険物等関係施設火災
○ 宮崎県延岡市における化学工場火災（３月１２日）

・ 自動車用タイヤ材料製造工場の１階から出火し、約１
（ ， ）万５千平方メートルを焼損 ３ ７２９世帯に避難勧告

・ 工場で貯蔵等されていた危険物、指定可燃物及び放射
性物質（コバルト６０）を利用した計測器の損傷等なし

○ 北海道苫小牧地区特別防災区域における製油所火災（４
月１５日）
・ 重油脱硫装置付近から出火し 約１０時間後に鎮火 人、 （

的被害なし）
・ 火災原因調査・火災損害調査中



施設運営事業施設整備事業

年間運営費　約５億円（国庫１／２補助）
　　平成１４年度予算　約２５１百万円

総事業費　約６０億円（国庫１／２補助）
　　平成１１年度第２次補正予算　約３０億円

機能の概要

○大震災の資料収集及び展示

　地震防災に関する知識の普及・啓発

○防災に関する総合的・実践的な能力を有する
　人材の育成

　自治体等の防災担当職員への研修

施設の概要

○場所：

　兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通１丁目

　　（神戸東部新都心地区「ＨＡＴ神戸」）

○規模：鉄骨造　地下１階、地上７階

事業主体：兵庫県

・　４月２１日　開館記念式典　

・　４月２７日　一般公開開始

「阪神・淡路大震災記念　人と防災未来センター」の整備

第１期工事分

第２期工事分

e)



  

 
会長専決事項の処理について（報告） 

 
 
平成１３年１２月１８日以降において、中央防災会議運営要領（以下「運営要領」

という。）第５の規定に基づき、下記のとおり会長専決事項の処理を行ったので、運
営要領第７の規定に基づき報告して承認を求める。 
 
平成１４年４月２３日 

 
中央防災会議会長  小泉 純一郎 

 
記 

 
○運営要領第５ 

件  名 年 月 日 事          項 
H14.3.19 中央防災会議会長通達「融雪出水期における防災態勢の強化

について」を各指定行政機関、各都道府県防災会議会長及び
各指定公共機関の代表者宛通知 

融雪出水期にお
ける防災態勢の
強化について 

小 計 1件 

H14.2.27 岩手県 

H14.3.14 栃木県、島根県 

H14.3.26 北海道、静岡県 

H14.4.16 福井県、大阪府、鳥取県 

地域防災計画の
修正 

小 計 8件 
H14.3. 15 平成十三年における特定地域に係る激甚災害の指定及びこ

れに対し適用すべき措置の指定に関する政令 
激甚災害の指定 

小 計 1件 
合計 10件 

 


